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議第６９号 瑞浪市職員特殊手当支給条例の一部を改正する条例の制定について 

【制定趣旨】 

 新型コロナウイルス感染症等から市民の生命及び健康を保護するために緊急に行われた措置に係る

一定の業務に従事した職員に対し、特殊勤務手当を支給するための改正を行う。 

【改正内容】 

 題名を「瑞浪市職員特殊勤務手当支給条例」に改め、新型コロナウイルス感染症等から市民の生命

及び健康を保護するために緊急に行われた措置に係る一定の業務について、作業に従事した日１日に

つき4,000円を上限として防疫手当を支給するための所要の改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、公布の日とする。 

【新旧対照表】 

新 旧 

   瑞浪市職員特殊勤務手当支給条例    瑞浪市職員特殊手当支給条例 

本則 （略） 本則 （略） 

別表（第２条関係） 別表        

 種類 支給を受ける職員 支給額   種類 支給を受ける職員 支給額  

 （略） （略） （略）   （略） （略） （略）  

 特殊手当 特に不快、危険を伴

う業務で、市の規則

で定める業務に従

事した職員 

１回 800 円   特殊手当 特に不快、危険を伴

う業務で、市の規則

で定める業務に従

事した職員 

１回 800 円  

 防疫手当 感染症の防疫に係

る業務で、市の規則

で定める業務に従

事した職員 

日額 4,000円   

 

附則（瑞浪市職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条～第15条の３ （略） 

 （勤務１時間当たりの給与額の算出） 

第16条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、第８条に規定する

初任給調整手当及び瑞浪市職員特殊勤務手当支

給条例（平成16年条例第35号）に規定する特殊

勤務手当のうち市の規則で定めるもの（以下こ

の項において「手当」という。）の支給対象と

なる勤務に従事した場合の勤務１時間当たりの

給与額は、前項に定める勤務１時間当たりの給

与額に次の各号に掲げる額を加えた額とする。 

 （１）～（２） （略） 

第16条の２～第26条 （略） 

 

 

第１条～第15条の３ （略） 

 （勤務１時間当たりの給与額の算出） 

第16条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、第８条に規定する

初任給調整手当及び瑞浪市職員特殊手当支給条

例  （平成16年条例第35号）に規定する特殊

勤務手当のうち市の規則で定めるもの（以下こ

の項において「手当」という。）の支給対象と

なる勤務に従事した場合の勤務１時間当たりの

給与額は、前項に定める勤務１時間当たりの給

与額に次の各号に掲げる額を加えた額とする。 

 （１）～（２） （略） 

第16条の２～第26条 （略） 
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議第７０号 瑞浪市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

【制定趣旨】 

 会計年度任用職員の期末手当について、常勤職員と同日に支給することが困難な場合が想定される

ため、支給日を市の規則で定める期日とする改正を行う。また、瑞浪市職員の給与に関する条例（昭

和32年条例第19号）の改正等を踏まえた文言の整理を行うため、本条例を制定する。 

【改正内容】 

 会計年度任用職員の期末手当の支給日を市の規則で定める期日とし、及び瑞浪市職員の給与に関す

る条例の改正等を踏まえた文言の整理を行うための所要の改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、公布の日とする。 

【新旧対照表】 

新 旧 

第１条～第11条 （略）  第１条～第11条 （略） 

（フルタイム会計年度任用職員の期末手当） （フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第12条 任期の定めが６月以上のフルタイム会計

年度任用職員の期末手当は、期末手当基礎額に

乗ずる割合に関する部分及び支給日に関する部

分を除き、常勤職員の例により支給する。この

場合において、期末手当基礎額に乗ずる割合は、

100分の72.5とし、支給日は、市の規則で定める

期日とする。 

第12条 任期の定めが６月以上のフルタイム会計

年度任用職員の期末手当は、期末手当基礎額に

乗ずる割合に関する部分を除き              

        、常勤職員の例により支給する。この

場合において、期末手当基礎額に乗ずる割合は、

100分の72.5とする             

     。                                                

２～３ （略）  ２～３ （略）  

第13条～第16条 （略） 第13条～第16条 （略） 

（パートタイム会計年度任用職員の時間外勤務

に係る報酬） 

（パートタイム会計年度任用職員の時間外勤務

に係る報酬） 

第17条 当該パートタイム会計年度任用職員につ

いて定められた勤務時間（以下「正規の勤務時

間」という。）を超えて勤務することを命ぜら

れたパートタイム会計年度任用職員に対して、

その正規の勤務時間を超えて勤務した全時間に

ついて、時間外勤務に係る報酬を支給する。 

第17条 当該パートタイム会計年度任用職員につ

いて定められた勤務時間（以下「正規の勤務時

間」という。）を超えて勤務することを命ぜら

れたパートタイム会計年度任用職員に対して、

その正規の勤務時間を超えて勤務した全時間に

ついて、報酬        を支給する。 

２ 前項に規定する時間外勤務に係る報酬の額

は、勤務１時間につき、第24条に規定する勤務

１時間当たりの報酬額に正規の勤務時間を超え

てした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ

100分の125から100分の150までの範囲内で市の

規則で定める割合（その勤務が午後10時から翌

日の午前５時までの間である場合は、その割合

に100分の25を加算した割合）を乗じて得た額と

する。ただし、パートタイム会計年度任用職員

が第１号に掲げる勤務で正規の勤務時間を超え

てしたもののうち、その勤務の時間とその勤務

をした日における正規の勤務時間との合計が７

時間30分に達するまでの間の勤務にあっては、

同条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に

100分の100（その勤務が午後10時から翌日の午

前５時までの間である場合は、100分の125）を

乗じて得た額とする。 

２ 前項に規定する報酬        の額

は、勤務１時間につき、第24条に規定する勤務

１時間当たりの報酬額に正規の勤務時間を超え

てした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ

100分の125から100分の150までの範囲内で市の

規則で定める割合（その勤務が午後10時から翌

日の午前５時までの間である場合は、その割合

に100分の25を加算した割合）を乗じて得た額と

する。ただし、パートタイム会計年度任用職員

が第１号に掲げる勤務で正規の勤務時間を超え

てしたもののうち、その勤務の時間とその勤務

をした日における正規の勤務時間との合計が７

時間30分に達するまでの間の勤務にあっては、

同条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に

100分の100（その勤務が午後10時から翌日の午

前５時までの間である場合は、100分の125）を

乗じて得た額とする。 
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 （１）～（２） （略） （１）～（２） （略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、週休日の振替等

により、あらかじめ割り振られた１週間の正規

の勤務時間（以下この項及び次項において「割

振り変更前の正規の勤務時間」という。）を超

えて勤務することを命ぜられたパートタイム会

計年度任用職員には、割振り変更前の正規の勤

務時間を超えて勤務した全時間（次条の規定に

より休日勤務に係る報酬が支給されることとな

る時間を除く。）に対して、勤務１時間につき、

第24条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に

100分の25から100分の50までの範囲内で市の規

則で定める割合を乗じて得た額を時間外勤務に

係る報酬として支給する。ただし、パートタイ

ム会計年度任用職員が割振り変更前の正規の勤

務時間を超えてした勤務のうち、その勤務の時

間と割振り変更前の正規の勤務時間との合計が

37時間30分に達するまでの間の勤務について

は、この限りでない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、週休日の振替  

 により、あらかじめ割り振られた１週間の正規

の勤務時間（以下この項及び次項において「割

振り変更前の正規の勤務時間」という。）を超

えて勤務することを命ぜられたパートタイム会

計年度任用職員には、割振り変更前の正規の勤

務時間を超えて勤務した全時間（次条の規定に

より休日勤務に係る報酬が支給されることとな

る時間を除く。）に対して、勤務１時間につき、

第24条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に

100分の25から100分の50までの範囲内で市の規

則で定める割合を乗じて得た額を報酬として     

        支給する。ただし、パートタイ

ム会計年度任用職員が割振り変更前の正規の勤

務時間を超えてした勤務のうち、その勤務の時

間と割振り変更前の正規の勤務時間との合計が

37時間30分に達するまでの間の勤務について

は、この限りでない。 

４ （略） ４ （略） 

（パートタイム会計年度任用職員の休日勤務に

係る報酬） 

（パートタイム会計年度任用職員の休日勤務に

係る報酬） 

第18条 祝日法による休日等及び年末年始の休日

等において、正規の勤務時間中に勤務すること

を命ぜられたパートタイム会計年度任用職員に

は、その正規の勤務時間中に勤務した全時間に

対して、休日勤務に係る報酬を支給する。 

第18条 祝日法による休日等及び年末年始の休日

等において、正規の勤務時間中に勤務すること

を命ぜられたパートタイム会計年度任用職員に

は、その正規の勤務時間中に勤務した全時間に

対して、報酬       を支給する。 

２ 前項に規定する休日勤務に係る報酬の額は、

勤務１時間につき、第24条に規定する勤務１時

間当たりの報酬額に100分の125から100分の150

までの範囲内で市の規則で定める割合を乗じて

得た額とする。 

２ 前項に規定する報酬       の額は、

勤務１時間につき、第24条に規定する勤務１時

間当たりの報酬額に100分の125から100分の150

までの範囲内で市の規則で定める割合を乗じて

得た額とする。 

３ （略） ３ （略） 

（パートタイム会計年度任用職員の夜間勤務に

係る報酬） 

（パートタイム会計年度任用職員の夜間勤務に

係る報酬） 

第19条 正規の勤務時間として、午後10時から翌

日の午前５時までの間に勤務することを命ぜら

れたパートタイム会計年度任用職員には、その

間に勤務した全時間に対して、夜間勤務に係る

報酬を支給する。 

第19条 正規の勤務時間として、午後10時から翌

日の午前５時までの間に勤務することを命ぜら

れたパートタイム会計年度任用職員には、その

間に勤務した全時間に対して、報酬      

   を支給する。 

２ 前項に規定する夜間勤務に係る報酬の額は、

勤務１時間につき第24条に規定する勤務１時間

当たりの報酬額に100分の25 を乗じて得た額と

する。 

第20条～第21条 （略） 

２ 前項に規定する報酬       の額は、

勤務１時間につき第24条に規定する勤務１時間

当たりの報酬額に100分の125を乗じて得た額と

する。 

第20条～第21条 （略） 

（パートタイム会計年度任用職員の期末手当） （パートタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第22条 給与条例第18条から第18条の３までの規

定は、任期の定めが６月以上のパートタイム会

計年度任用職員（市の規則で定めるものを除く。

以下この条において同じ。）について準用する。

第22条 給与条例第18条から第18条の３までの規

定は、任期の定めが６月以上のパートタイム会

計年度任用職員（市の規則で定めるものを除く。

以下この条において同じ。）について準用する。
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この場合において、給与条例第18条第２項中

「100分の130（行政職給料表１の適用を受ける

職員でその職務の級が７級であるもの（市の規

則で定める職員に限る。第19条第２項において

「特定管理職員」という。）にあっては100分の

110）」とあるのは、「100分の72.5」と、同条

第４項中「それぞれその基準日現在（退職し       

        、又は死亡した職員にあっては、

退職し        、又は死亡した日現在）

において職員が受けるべき給料（育児短時間勤

務職員等にあっては、給料の月額を算出率で除

して得た額）及び扶養手当の月額並びにこれら

に対する地域手当の月額の合計額」とあるのは、

「それぞれその基準日（退職し                

  、又は死亡した職員にあっては、退職し     

        、又は死亡した日）以前６月以内

のパートタイム会計年度任用職員としての在職

期間における報酬（フルタイム会計年度任用職

員との均衡を考慮して市の規則で定める額を除

く。）の１月当たりの平均額」と読み替えるも

のとし、支給日については、任期の定めが６月

以上のフルタイム会計年度任用職員の例によ

る。 

この場合において、給与条例第18条第２項中

「100分の130（行政職給料表１の適用を受ける

職員でその職務の級が７級であるもの（市の規

則で定める職員に限る。第19条第２項において

「特定管理職員」という。）にあっては100分の

110）」とあるのは、「100分の72.5」と、同条

第４項中「それぞれその基準日現在（退職し、

若しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、

退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在）

において職員が受けるべき給料の月額                  

                                              

        及び扶養手当の月額並びにこれら

に対する地域手当の月額の合計額」とあるのは、

「それぞれその基準日（退職し、若しくは失職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若

しくは失職し、又は死亡した日）以前６月以内

のパートタイム会計年度任用職員としての在職

期間における報酬（フルタイム会計年度任用職

員との均衡を考慮して市の規則で定める額を除

く。）の１月当たりの平均額」と読み替えるも

のとする                  

                       

  。 

２～３ （略） 

第23条～第31条 （略） 

２～３ （略） 

第23条～第31条 （略） 
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議第７１号 瑞浪市市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定について 

【制定趣旨】 

地方自治法（昭和22年法律第67号）の改正に伴い、条例で定めることにより、市長等の職務行為に

つき善意でかつ重大な過失がないときは、損害賠償責任の一部を免責することができるようになった

ため、必要な事項を定める。 

【制定内容】 

第１条（趣旨）、第２条（損害賠償責任の一部免責）、附則 

【施行日】 

本条例の施行日は、公布の日とする。 
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議第７２号 瑞浪市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例の制定について 

【制定趣旨】 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和２

年法律第41号）の施行に伴い、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）の一部が改正されるため条

文の整備を行う。 
【改正内容】 

 子ども・子育て支援法の項ずれに対応するための所要の改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、公布の日とする。 

【新旧対照表】 

新 旧 

第１条 （略） 第１条 （略） 

（所掌事務） （所掌事務） 

第２条 子ども・子育て会議は、次の各号に掲げる

事務を処理するものとする。 

第２条 子ども・子育て会議は、次の各号に掲げる

事務を処理するものとする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 法第43条第２項に規定する特定地域型

保育事業の利用定員の設定に関して審議し、

意見を述べること。 

（２） 法第43条第３項に規定する特定地域型

保育事業の利用定員の設定に関して審議し、

意見を述べること。 

（３）～（５） （略） （３）～（５） （略）  

第３条～第８条 （略） 第３条～第８条 （略） 
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議第７３号 瑞浪市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を 

定める条例の一部を改正する条例の制定について 

【制定趣旨】 

 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する

基準（平成26年内閣府令第39号）の一部改正に伴い、特定地域型保育事業者の連携施設の確保の特例

に関する規定を整備する。 

【改正内容】 

 特定地域型保育事業者の連携施設の確保の特例に関する規定を加えるための所要の改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、公布の日とする。 

【新旧対照表】 

新 旧 

第１条～第41条 （略） 第１条～第41条 （略） 

（特定教育・保育施設等との連携） （特定教育・保育施設等との連携） 

第42条 （略） 第42条 （略） 

２～３ （略） ２～３ （略） 

４ 市長は、次のいずれかに該当するときは、第

１項第３号の規定を適用しないこととすること

ができる。 

４ 市長は、特定地域型保育事業者による第１項

第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が著

しく困難であると認めるときは、同号の規定を 

 （１） 市長が、児童福祉法第24条第３項の規

定による調整を行うに当たって、特定地域型

保育事業者による特定地域型保育の提供を受

けていた満３歳未満保育認定子どもを優先的

に取り扱う措置その他の特定地域型保育事業

者による特定地域型保育の提供の終了に際し

て、当該満３歳未満保育認定子どもに係る教

育・保育給付認定保護者の希望に基づき、引

き続き必要な教育・保育が提供されるよう必

要な措置を講じているとき。 

（２） 特定地域型保育事業者による第１項第

３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が著

しく困難であると認めるとき（前号に該当す

る場合を除く。）。 

 適用しないこととすることができる。 

５ 前項（同項第２号に係る部分に限る。）の場

合において、特定地域型保育事業者は、児童福

祉法第59条第１項に規定する施設のうち次に掲

げるもの（入所定員が20人以上のものに限る。）

であって、市長が適当と認めるものを第１項第

３号に掲げる事項に係る連携協力を行う者とし

て適切に確保しなければならない。 

（１）～（２） （略） 

５ 前項                の場

合において、特定地域型保育事業者は、児童福

祉法第59条第１項に規定する施設のうち次に掲

げるもの（入所定員が20人以上のものに限る。）

であって、市長が適当と認めるものを第１項第

３号に掲げる事項に係る連携協力を行う者とし

て適切に確保しなければならない。 

（１）～（２） （略） 

６～９ （略） ６～９ （略） 

第43条～第53条 （略） 第43条～第53条 （略） 
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議第７４号 瑞浪市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例の制定について 

【制定趣旨】 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第61号）の一部改正に伴い、

家庭的保育事業者等の連携施設の確保の特例及び居宅訪問型保育事業者が提供する保育に関する規定

等の整備を行う。 

【改正内容】 

 家庭的保育事業者等の連携施設の確保の特例及び居宅訪問型保育事業者が提供する保育に関する規

定を加えるための所要の改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、公布の日とする。 

【新旧対照表】 

新 旧 

第１条～第５条 （略） 第１条～第５条 （略） 

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育

の提供に係る連携施設の確保が著しく困難であ

ると認める場合であって、次の各号に掲げる要

件の全てを満たすと認めるときは、前項第２号

の規定を適用しないこととすることができる。 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育

の提供に係る連携施設の確保が著しく困難であ

ると認める場合であって、次の各号に掲げる要

件の全てを満たすと認めるときは、前項第２号

の規定を適用しないこと     ができる。 

（１）～（２） （略） （１）～（２） （略） 

３ （略） ３ （略） 

４ 市長は、次のいずれかに該当するときは、第

１項第３号の規定を適用しないこととすること

ができる。 

 

 （１） 市長が、法第24条第３項の規定による

調整を行うに当たって、家庭的保育事業者等

による保育の提供を受けていた利用乳幼児を

優先的に取り扱う措置その他の家庭的保育事

業者等による保育の提供の終了に際して、利

用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き

続き必要な教育又は保育が提供されるよう必

要な措置を講じているとき。 

 

 （２） 家庭的保育事業者等による第１項第３

号に掲げる事項に係る連携施設の確保が、著

しく困難であると認めるとき（前号に該当す

る場合を除く。）。 

 

５ 前項（同項第２号に該当する場合に限る。）

の場合において、家庭的保育事業者等は、法第

59条第１項に規定する施設のうち、次に掲げる

もの（入所定員が20人以上のものに限る。）で

あって、市長が適当と認めるものを第１項第３

号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として

適切に確保しなければならない。 

 

 （１） 子ども・子育て支援法（平成24年法律

第65号）第59条の２第１項の規定による助成

を受けている者の設置する施設（法第６条の

３第12項に規定する業務を目的とするものに
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限る。） 

（２） 法第６条の３第12項及び法第39条第１

項に規定する業務を目的とする施設であっ

て、法第６条の３第９項第１号に規定する保

育を必要とする乳児・幼児の保育を行うこと

に要する費用に係る地方公共団体の補助を受

けているもの 

 

第７条～第15条 （略） 第７条～第15条 （略） 

（食事の提供の特例） （食事の提供の特例） 

第16条 （略） 第16条 （略） 

２ 搬入施設は、次の各号に掲げるいずれかの施

設とする。 

２ 搬入施設は、次の各号に掲げるいずれかの施

設とする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４） 保育所、幼稚園、認定こども園等から

調理業務を受託している事業者のうち、当該

家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分

に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適

切に遂行できる能力を有するとともに、利用

乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態

に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピ

ー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、利

用乳幼児の食事の内容、回数及び時機に適切

に応じることができる者として市が適当と認

めるもの（家庭的保育事業者が第22条に規定

する家庭的保育事業を行う場所（第23条第２

項に規定する家庭的保育者の居宅に限る。  

           ）において家庭的保

育事業を行う場合に限る。） 

（４） 保育所、幼稚園、認定こども園等から

調理業務を受託している事業者のうち、当該

家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分

に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適

切に遂行できる能力を有するとともに、利用

乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態

に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピ

ー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、乳

幼児の食事の内容  、回数及び時機に適切

に応じることができる者として市が適当と認

めるもの（家庭的保育事業者が第22条に規定

する家庭的保育事業を行う場所（第23条第２

項に規定する家庭的保育者の居宅に限る。附

則第３項において同じ。）において家庭的保

育事業を行う場合に限る。） 

第17条～第36条 （略） 第17条～第36条 （略） 

 （居宅訪問型保育事業）  （居宅訪問型保育事業） 

第37条 居宅訪問型保育事業者は、次の各号に掲

げる保育を提供するものとする。 

第37条 居宅訪問型保育事業者は、次の各号に掲

げる保育を提供するものとする。 

 （１） （略） （１） （略） 

（２） 子ども・子育て支援法         

    第34条第５項又は第46条第５項の規

定による便宜の提供に対応するために行う保

育 

（２） 子ども・子育て支援法（平成24年法律

第65号）第34条第５項又は第46条第５項の規

定による便宜の提供に対応するために行う保

育 

 （３） （略）  （３） （略） 

 （４） 母子家庭等（母子及び父子並びに寡婦

福祉法（昭和39年法律第129号）第６条第５項

に規定する母子家庭等をいう。）の乳幼児の

保護者が夜間及び深夜の勤務に従事する場合

又は保護者の疾病、疲労その他の身体上、精

神上若しくは環境上の理由により家庭におい

て乳幼児を養育することが困難な場合への対

応等、保育の必要の程度及び家庭等の状況を

勘案し、居宅訪問型保育を提供する必要性が

高いと市が認める乳幼児に対する保育 

 （４） 母子家庭等（母子及び父子並びに寡婦

福祉法（昭和39年法律第129号）第６条第５項

に規定する母子家庭等をいう。）の乳幼児の

保護者が夜間及び深夜の勤務に従事する場合 

                              

                         

                   への対

応等、保育の必要の程度及び家庭等の状況を

勘案し、居宅訪問型保育を提供する必要性が

高いと市が認める乳幼児に対する保育 

 （５） （略）  （５） （略） 

第38条～第44条 （略） 第38条～第44条 （略） 
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（連携施設に関する特例） （連携施設に関する特例） 

第45条 （略） 第45条 （略） 

２ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、

法第６条の３第12項第２号に規定する事業を行

うものであって、市長が適当と認めるもの（附

則第４項において「特例保育所型事業所内保育

事業者」という。）については、第６条第１項

本文の規定にかかわらず、連携施設の確保をし

ないことができる。 

 

第46条～第49条 （略） 第46条～第49条 （略） 

附 則 附 則 

１ （略） １ （略） 

 （食事の提供の経過措置）  （食事の提供の経過措置） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の規定にかかわらず、施行日後に家庭的

保育事業                  

                     の

認可を得た施設等については、施行日から起算

して10年を経過する日までの間は、第15条、第

22条第４号（調理設備に係る部分に限る。）及

び第23条第１項本文（調理員に係る部分に限

る。）の規定は、適用しないことができる。こ

の場合において、当該施設等は、第２条に規定

する利用乳幼児への食事の提供を同条に規定す

る家庭的保育事業所等内で調理する方法（第10

条の規定により、当該家庭的保育事業所等の調

理設備又は調理室を兼ねている他の社会福祉施

設等の調理施設において調理する方法を含む。）

により行うために必要な体制を確保するよう努

めなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、施行日後に家庭的

保育事業（第22条に規定する家庭的保育事業を

行う場所において実施されるものに限る。）の

認可を得た施設等については、施行日から起算

して10年を経過する日までの間は、第15条、第

22条第４号（調理設備に係る部分に限る。）及

び第23条第１項本文（調理員に係る部分に限

る。）の規定は、適用しないことができる。こ

の場合において、当該施設等は、第２条に規定

する利用乳幼児への食事の提供を同条に規定す

る家庭的保育事業所等内で調理する方法（第10

条の規定により、当該家庭的保育事業所等の調

理設備又は調理室を兼ねている他の社会福祉施

設等の調理施設において調理する方法を含む。）

により行うために必要な体制を確保するよう努

めなければならない。 

（連携施設に関する経過措置） （連携施設に関する経過措置） 

４ 家庭的保育事業者等（特例保育所型事業所内

保育事業者を除く。）は、連携施設の確保が著

しく困難であって、子ども・子育て支援法第59

条第４号に規定する事業による支援その他の必

要な適切な支援を行うことができると市が認め

る場合は、第６条第１項本文の規定にかかわら

ず、施行日から起算して10年を経過する日まで

の間、連携施設の確保をしないことができる。 

４ 家庭的保育事業者等            

           は、連携施設の確保が著

しく困難であって、子ども・子育て支援法第59

条第４号に規定する事業による支援その他の必

要な適切な支援を行うことができると市が認め

る場合は、第６条第１項本文の規定にかかわら

ず、施行日から起算して５年を経過する日まで

の間、連携施設の確保をしないことができる。 

５～10 （略） ５～10 （略） 
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議第７５号 瑞浪市地球回廊の設置及び管理に関する条例を廃止する等の条例の制定につ

いて 

【制定趣旨】 

瑞浪市地球回廊の廃止に伴い、関係条例の整備を行う。 

【改正内容】 

瑞浪市地球回廊の設置及び管理に関する条例（平成18年条例第52号）の廃止並びに瑞浪市陶磁資料

館の設置及び管理に関する条例（平成18年条例第49号）、瑞浪市化石博物館の設置及び管理に関する

条例（平成18年条例第50号）及び瑞浪市市之瀬廣太記念美術館の設置及び管理に関する条例（平成18

年条例第51号）中共通入館料を改正するための所要の改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、令和３年４月１日とする。 

【新旧対照表】 

新 旧 

〇瑞浪市陶磁資料館の設置及び管理に関する条

例の一部改正（第２条） 

本則 （略） 本則 （略） 

別表第１（第８条関係） 別表第１（第８条関係） 

 
区分 

常設展示

入館料 

３館共通

入館料 

特別展示入

館料 

  
区分 

常設展示

入館料 

４館共通

入館料 

特別展示入

館料 

 

 

個人 200円 500円 

常設展示入

館料の５倍

に相当する

額の範囲内

において教

育委員会が

その都度定

める。 

  

個人 200円 700円 

常設展示入

館料の５倍

に相当する

額の範囲内

において教

育委員会が

その都度定

める。 

 

 
団体 

（20人以

上） 

150円 400円 

  
団体 

（20人以

上） 

150円 560円 

 

 備考 

１ この表において「３館共通入館料」とは、

資料館、瑞浪市化石博物館の設置及び管理

に関する条例（平成18年条例第50号）の規

定による瑞浪市化石博物館及び瑞浪市市之

瀬廣太記念美術館の設置及び管理に関する

条例（平成18年条例第51号）の規定による

瑞浪市市之瀬廣太記念美術館       

                    

                    

  の３館に入館する場合の入館料をい

う。 

２～３ （略） 

  備考 

１ この表において「４館共通入館料」とは、

資料館、瑞浪市化石博物館の設置及び管理

に関する条例（平成18年条例第50号）の規

定による瑞浪市化石博物館、瑞浪市市之瀬

廣太記念美術館の設置及び管理に関する条

例（平成18年条例第51号） の規定による

瑞浪市市之瀬廣太記念美術館及び瑞浪市地

球回廊の設置及び管理に関する条例（平成

18年条例第52号）の規定による瑞浪市地球

回廊の４館に入館する場合の入館料をい

う。 

２～３ （略） 

 

別表第２ （略） 

 

別表第２ （略） 

 

 

 

本則 （略） 

別表（第８条関係） 

〇瑞浪市化石博物館の設置及び管理に関する条

例の一部改正（第３条） 

本則 （略） 

別表（第８条関係） 

 
区分 

常設展示

入館料 

３館共通

入館料 

特別展示入

館料 

  
区分 

常設展示

入館料 

４館共通

入館料 

特別展示入

館料 

 

    常設展示入      常設展示入  
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個人 200円 500円 

館料の５倍

に相当する

額の範囲内 

  

個人 200円 700円 

館料の５倍

に相当する

額の範囲内 

 

 
団体 

（20人以

上） 

150円 400円 

において教

育委員会が

その都度定

める。 

  
団体 

（20人以

上） 

150円 560円 

において教

育委員会が

その都度定

める。 

 

 備考 

１ この表において「３館共通入館料」とは、

博物館、瑞浪市市之瀬廣太記念美術館の設

置及び管理に関する条例（平成18年条例第

51号）の規定による瑞浪市市之瀬廣太記念

美術館及び瑞浪市陶磁資料館の設置及び管

理に関する条例（平成18年条例第49号）の

規定による瑞浪市陶磁資料館       

                    

                     

  の３館に入館する場合の入館料をい

う。 

２～３ （略） 

  備考 

１ この表において「４館共通入館料」とは、

博物館、瑞浪市市之瀬廣太記念美術館の設

置及び管理に関する条例（平成18年条例第

51号）の規定による瑞浪市市之瀬廣太記念

美術館、瑞浪市陶磁資料館の設置及び管理

に関する条例（平成18年条例第49号） の

規定による瑞浪市陶磁資料館及び瑞浪市地

球回廊の設置及び管理に関する条例（平成

18年条例第52号）の規定による瑞浪市地球

回廊の４館に入館する場合の入館料をい

う。 

２～３ （略） 

 

 

〇瑞浪市市之瀬廣太記念美術館の設置及び管理

に関する条例の一部改正（第４条） 

本則 （略） 本則 （略） 

別表（第８条関係） 別表（第８条関係） 

 
区分 

常設展示

入館料 

３館共通 

入館料 

特別展示 

入館料 

  
区分 

常設展示

入館料 

４館共通 

入館料 

特別展示 

入館料 

 

 

個人 200円 500円 

常設展示入

館料の５倍

に相当する

額の範囲内

において教

育委員会が

その都度定

める。 

  

個人 200円 700円 

常設展示入

館料の５倍

に相当する

額の範囲内

において教

育委員会が

その都度定

める。 

 

 
団体 

（20人以

上） 

150円 400円 

  
団体 

（20人以

上） 

150円 560円 

 

 備考 

１ この表において「３館共通入館料」とは、

美術館、瑞浪市化石博物館の設置及び管理

に関する条例（平成18年条例第50号）の規

定による瑞浪市化石博物館及び瑞浪市陶磁

資料館の設置及び管理に関する条例（平成

18年条例第49号）の規定による瑞浪市陶磁

資料館                  

                     

              の３館に入館

する場合の入館料をいう。 

２～３ （略） 

  備考 

１ この表において「４館共通入館料」とは、

美術館、瑞浪市化石博物館の設置及び管理

に関する条例（平成18年条例第50号）の規

定による瑞浪市化石博物館、瑞浪市陶磁資

料館の設置及び管理に関する条例（平成18

年条例第49号） の規定による瑞浪市陶磁

資料館及び瑞浪市地球回廊の設置及び管

理に関する条例（平成18年条例第52号）の

規定による瑞浪市地球回廊の４館に入館

する場合の入館料をいう。 

２～３ （略） 
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議第７６号 人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

略        歴 

（ふりがな） 

氏     名 各
かか

 務
み

 和
かず

 子
こ

 

生 年 月 日 ※ ※ ※ ※ ※ 

現  住  所 ※ ※ ※ ※ ※ 

職     業 無職 

学     歴 県立瑞浪高等学校 卒業 

経     歴 

 

 昭和４６年 ４月 瑞浪市役所 奉職 

 平成１３年 ４月 日吉保育園 園長 

平成１７年 ４月 社会福祉課 主任主査 

 平成２０年 ４月 稲津保育園 園長 

 平成２３年 ４月 みどり保育園 園長 

 平成２５年 ３月 瑞浪市役所 退職 

 平成２５年１２月 民生委員・児童委員、主任児童委員 就任 

 平成２８年 ２月 瑞浪市社会教育委員 就任 

平成２８年１１月 民生委員・児童委員、主任児童委員 退任 

 平成３１年 ３月 瑞浪市社会教育委員 退任 

 現在に至る 

備     考 

 

平成３０年 １月 人権擁護委員（１期目） 

現在に至る 
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議第７７号 瑞浪市教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

 

略        歴 

（ふりがな） 

氏     名 柴
しば

 田
た

 洋
よう

 子
こ

 

生 年 月 日 ※ ※ ※ ※ ※ 

現  住  所 ※ ※ ※ ※ ※ 

職     業 会社員 

学     歴  専門学校 常盤女学院 本科卒業 

経     歴 

 
 昭和６１年 ４月 東海珠算学園 入社 
 平成 ４年 ３月 東海珠算学園 退社 
 平成 ６年１１月 株式会社柴田土木 入社 
 現在に至る 

備     考 

 

 平成２８年１０月 瑞浪市教育委員会委員（１期目） 

 現在に至る 
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議第７８号 瑞浪市監査委員の選任につき同意を求めることについて 

 

略        歴 

（ふりがな） 

氏     名 小
お

 栗
ぐり

 孝
たか

 信
のぶ

 

生 年 月 日 ※ ※ ※ ※ ※ 

現  住  所 ※ ※ ※ ※ ※ 

職     業 税理士 

学     歴  岐阜県立瑞浪高等学校 卒業 

経     歴 

 

昭和４７年４月 名古屋国税局 総務部 総務課 

平成１１年７月 名古屋国税局 課税第二部 法人税課 課長補佐 

平成１２年７月 千種税務署 総務課長 

平成１３年７月 名古屋国税局 総務部 事務管理課 課長補佐 

平成１４年７月 静岡税務署 特別国税調査官（法人） 

平成１６年７月 岐阜南税務署 副署長 

平成１８年７月 税務大学校名古屋研修所 主任教育官 

平成２０年７月 久世税務署長（広島国税局） 

平成２１年７月 名古屋国税局 総務部 厚生課長 

平成２３年７月 名古屋国税局 総務部 会計課長 

平成２４年７月 税務大学校名古屋研修所長 

平成２５年７月 岐阜北税務署長 

平成２６年７月 退職 

平成２６年９月 税理士事務所開設 

現在に至る 

備     考 

 
新任 
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議第７９号 土岐市及び瑞浪市医療提供体制審議会の共同設置について 

【制定趣旨】 

安定的な地域医療体制を確保するため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の７第１項の規

定に基づき、規約を定め、土岐市及び瑞浪市医療提供体制審議会を土岐市と共同で設置する。 

【制定内容】 

第１条（設置）、第２条（名称）、第３条（執務場所）、第４条（所掌事務）、第５条（組織）、第６

条（委員）、第７条（任期）、第８条（会長及び副会長）、第９条（会議）、第10条（負担金）、第11条（予

算）、第12条（決算報告）、第13条（委員の身分取扱いに関する条例、規則その他の規程）、第14条（庶

務）、第15条（補則）、附則 

【施行日】 

本規約の施行日は、令和２年10月５日とする。 
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位 置 図議第８０号 市道路線の変更について

起点 終点

変更箇所

起点 土岐町字北川原４６４５番２地先

終点 土岐町字上平４３９７番１地先

①４６４ 東濃用水道２号線
旧 Ｌ＝１２２５．４ｍ
新 Ｌ＝１２７６．６ｍ

①

概要：
既存路線の経過地の変更
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位 置 図議第８１号 市道路線の認定について

起点 終点

①

①１６７１
久古田線 Ｌ＝６８．２ｍ

起点 土岐町字合歓木３７８９番１地先

終点 土岐町字久古田３８２８番１地先

概要

近隣住民の利便性確保のため、市

道認定する。
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位 置 図議第８２号 市道路線の認定について

起点 終点

①

①１６７２
下小渕線 Ｌ＝３１．２ｍ

起点 土岐町字下小渕４１９７番１地先

終点 土岐町字下小渕４１９７番４地先

概要

近隣住民の利便性確保のため、市

道認定する。
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議第８３号 財産の取得について 

 

概       要 

取得の目 的 
国が推進するＧＩＧＡスクール構想における「一人一台端末」環境の整備

のため、教育用タブレットパソコンを購入する。 

取 得 金 額 １２２，５９７，７５０円  

取 得 す る 

財産の概 要 

・本 体 ＧＩＧＡスクール対応教育用タブレットパソコン 

Ｌｅｎｏｖｏ３００ｅ ＣｈｒｏｍｅＢｏｏｋ ２ｎｄ Ｇｅｎ 

・画 面 １１．６型タッチパネル対応 

・Ｏ Ｓ Ｃｈｒｏｍｅ ＯＳ 

・Ｃ Ｐ Ｕ ＡＭＤ Ａ４－９１２０Ｃ 

・メ モ リ ４ＧＢ 

・ストレージ ３２ＧＢ 

・ア プ リ Ｇ Ｓｕｉｔｅ ｆｏｒ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ 

・メーカー保証 １年間（センドバック方式） 

・数 量 児童生徒用 ２,６０５台/教師用 １２０台  

取得の相手方 

多治見市前畑町２丁目１３番地 

中部事務機株式会社 多治見営業所 

代表取締役   慶一 

備    考  
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